
OOOA

(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2014 年 1 月 30 日（30.01.2014) WO 2014/017492 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (74) 代理 人：後藤 政喜 ，外 (GOTO, Masaki et al); 〒
F15B 21/14 (2006.01) E02F 9/24 (2006.01) 1000013 東京都 千代 田区霞が関三丁 目 3 番 1 号
E02F 9/22 (2006.01) 尚友会館 後藤特許事務所 Tokyo (JP).

(21) 国際出願番号： PCT/JP20 13/069930 (81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保

(22) 国際出願 日： 2013 年 7 月 23 曰（23.07.2013) 言蒦が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,
BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,

(25) 国際出願の言語： 日本語 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,
FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,

(26) 国際公開の言語： 日本語 IS, KE, KG, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS, LT,

(30) 優先権データ： LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX, MY,

特願 2012-1645 18 2012 年 7 月 2 5 日（25.07.2012) JP ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH, PL, PT,
QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL, SM, ST,

(71) 出 願 人 ：カ ャ バ エ 業 株ぎ会 社 （KAYABA I N SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG, US, UZ,
DUSTRY CO., LTD.) [JP/JP]; 〒10561 11 東¾ 者港 区 VC, VN, ZA, ZM, ZW.
浜松 町二丁 目 4 番 1 号世界 貿易セ ンタ一 ビル
Tokyo (JP). (84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保

護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
(72) 発明者：江川 祐弘 (EGAWA, Masahir 0 )；〒 10 56 111 MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一ラシ

東京都港 区浜松町二丁 目 4 番 1 号世界貿易セ ン ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ
タ一 ビル カャバエ業株式会社内 Tokyo (JP). 川 (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
崎 治彦（KAWASAKI, Haruhiko); 〒24308 12 抽奈 GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,
川県厚木巿妻 田北 1 — 1 4 — 1 5 — 1 5 3 7 NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI
Kanagawa (JPV 米原 康裕 (YONEHARA, Yasuhiro); (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM, ML,
〒 10561 1 1 東京都 港 区浜松 町二丁 目 4 番 1 号世 MR, NE, SN, TD, TG).
界貿 易セ ンタ一 ビル カャバエ 業株 式会社 内
Tokyo JP) . 添付公開書類：

一 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

(54) Title: CONTROL SYSTEM FOR CONSTRUCTION MACHINE

(54) 発明の名称 ：建設機械の制御 システム

(57) Abstract: A control system for a construction machine, provided with: a boom cylinder; a boom switching valve; a fluid pres
sure motor, which i s caused to rotate by the return fluid guided from the piston-side chamber and which drives a motor generator; a
regeneration control valve for adjusting the first feed amount, which i s the feed amount of the hydraulic tluid fed fiOm the pis -
ton- side chamber to the boom switching valve, and the second feed amount, which i s the feed amount o f the hydraulic fluid fed fiOm
the piston- side chamber t o the fluid pressure motor; and a controller for controlling the regeneration control valve so that the second
feed amount i s smaller than the first feed amount when the spool stroke amount reaches or exceeds the upper limit value.

(57) 要約：
[続葉有]



建設機械の制御 システム は、 ブーム シ リンダ と、 ブーム用切換 弁 と、 ピス トン側室 か ら導 かれ る戻 り
流体 に よって回転 してモー タジ ェネ レ一 タを駆 動す る流体圧 モ一 タと、 ピス トン側室 か らブーム用切換
弁 に供給 され る作動流体 の供給量 で ある第 1 供給量 と ビス トン側室か ら流体圧 モー タに供給 され る作 動
流体 の供給 量 で ある第 2 供給 量 とを調 整 す る回生制御 弁 と、 ス プール の ス トロー ク量 が 上 限値 以上 と
な つた場合 、第 2 供給量 が第 1 供給量 よ り小 さ くな るよ うに回生制御 弁 を制御 す るコン トロー ラ と、 を
備 える。



明 細 書

発明の名称 ：建設機械の制御システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、 プ一ムシ リンダの戻 り流体を回生流量 とする建設機械の制御シ

ステムに関する。

背景技術

[0002] J P 2 0 1 1 — 1 7 9 5 4 1 A は、 プ一ムシ リンダの戻 り流体を利用 して

流体圧モ一タを回転させ流体圧モ一夕の回転力でモータジェネ レータを回す

制御装置を開示 している。 この制御装置では、 プ一ムシ リンダの ピス トン側

室 とブーム用切換弁 とを接続する通路過程に回生制御弁が設けられ、回生制

御弁が流体圧モータに接続された回生流路に接続される。

[0003] 回生制御弁がノ一マル位置にある場合、 ピス トン側室 と回生流路 との連通

が遮断され、回生制御弁が切換位置である回生制御位置である場合、戻 り流

体の一部が回生流量 として回生流路へ供給される。回生制御弁がノーマル位

置か ら切換位置へ と切 り換わる切 り換え過程では、回生流路の開度が連続的

に変化 し、その開度に応 じて回生流量が制御される。

[0004] 回生制御弁は、 コ ン トロー ラの出力信号に応 じて開度が制御される。 コ ン

卜ローラは、 プ一ムシ リンダを制御するプ一厶用切換弁のスプ一ルス トロ一

クに応 じて回生制御弁の開度を制御する。すなわち、 コン トローラは、スプ

—ル ス トロークが大きいほど、回生制御弁の開度を大きくして、流体圧モ一

夕に導かれる回生流量を増加させる。

[0005] 流体圧モータに流体が供給されると、流体圧モータが回転 し、流体圧モ一

夕に連係されたモータジェネ レータが回転 して発電を行 う。モータジエネ レ

—夕には、流体圧モータと同軸回転するアシス トポンプが連係され、 アシス

卜ポンプはモータジェネ レータの動力によって回転駆動される。

発明の概要

[0006] 上記従来の装置では、 プ一厶用切換弁のスプールス トロークが大きいほど



、回生制御弁の開度が大きくなるので、回生制御弁の開度の増大に応 じて流

体圧モータの回転が上昇 してモータジェネレータの出力が定格動力を超える

場合がある。モータジェネレータの出力が定格動力を超えると、モータジェ

ネレ一タの故障の原因となる可能性がある。

[0007] この発明の目的は、モータジェネレータが定格動力を超えることを防止可

能な建設機械の制御システムを提供することである。

[0008] 本発明のある態様によれば、建設機械の制御システムであって、 ピス トン

によってピス トン側室とロッド側室とに区画され、 ビス 卜ン側室又は口ッド

側室に作動流体が供給されることで伸縮作動 してプ一厶を駆動するプ一ムシ

リンダと、 ビス 卜ン側室又はロッド側室に供給する作動流体の供給量をスプ

—ルのス 卜ロークによって調整するプ一厶用切換弁と、 ビス トン側室から導

かれる戻り流体によって回転 してモータジェネレータを駆動する流体圧モ一

夕と、 ピス トン側室とプ一厶用切換弁及び記流体圧モータとを連通 し、 ビス

トン側室からブーム用切換弁に供給される作動流体の供給量である第 1供給

量とピス トン側室から流体圧モータに供給される作動流体の供給量である第

2 供給量とを調整する回生制御弁と、スプールのス トローク量が上限値以上

となった場合、第 2 供給量が第 1供給量より小さくなるように回生制御弁を

制御するコン トローラと、を備える。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1] 図 1 は、本発明の第 1 実施形態に係る建設機械の制御システムの油圧回

路図である。

[ 図2] 図 2 は、本発明の第 2 実施形態に係る建設機械の制御システムの油圧回

路図である。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、添付図面を参照 しながら本発明の実施形態について説明する。

[001 1] 図 1 を参照 して、第 1 実施形態について説明する。

[001 2] 建設機械の制御システムは、可変容量型の第 1 メインポンプM P 及び第

2 メインポンプM P 2 を備える。第 1 メインポンプM P は第 1 回路系統に



接続 され る。第 2 メイ ンポ ンプM P 2 は第 2 回路系統 に接続 され る。

[001 3] 第 1 回路系統 は、上流側 か ら順 に、旋 回モータを制御 する切換弁 1 、 ァ一

ムシ リンダを制御 する切換弁 2 、 プ一ムシ リンダ B C を制御 するプ一厶 2 速

用の切換弁 3 、 予備用 アタ ッチメン トを制御 する切換弁 4 、左走行用のモー

タを制御 する切換弁 5 、 を備 える。

[0014] 各切換弁 1 ~ 5 は、 中立流路 6 を介 して直列 に接続 され、パ ラ レル通路 7

を介 して並列 に接続 され る。 中立流路 6 及びパ ラ レル通路 7 は、第 1 メイ ン

ポ ンプM P 1 に接続 され る。 中立流路 6 には、左走行 モータ用の切換弁 5 の

下流側 に、パ イ 口ッ 卜圧 を生成 するためのパ イ 口ッ 卜圧制御用の絞 り 8 が接

続 され る。絞 り 8 は、絞 り 8 を流れ る作動流体の流量が多いほ ど、絞 り 8 の

上流側 によ り高いパ イ ロッ ト圧 を生成 する。

[001 5] 切換弁 1 ~ 5 のすべてが中立位置 も しくは中立位置近傍 にある場合、 中立

流路 6 は第 1 メイ ンポ ンプM P 1 か ら第 1 回路系統 に供給 された作動流体の

全部 または一部 を、絞 り 8 を介 してタンク T に導 く。 この場合、絞 り 8 を通

過する流量が多いので、絞 り 8 の上流側 に高いパ イ ロッ 卜圧が生成 され る。

[001 6] —方、切換弁 1 ~ 5 が フル ス トロー クの状態 に切 り換 え られ ると、 中立流

路 6 は閉ざされて流体の流れがな くなる。 したが って、 この場合 には、絞 り

8 を流れ る流量がな くなるので、パ イ ロッ ト圧 はゼ ロに保 たれ る。 なお、切

換弁 1 ~ 5 の操作量 によっては、 ポ ンプ吐出量の一部 がァクチ ユエ一夕に導

かれ、一部 が中立流路 6 か らタンク T に導 かれ る。 この場合、絞 り 8 は中立

流路 6 に流れ る流量 に応 じたパ イ ロッ ト圧 を生成 する。 すなわち、絞 り 8 は

、切換弁 1 ~ 5 の操作量 に応 じたパ イ ロッ 卜圧 を生成 する。

[001 7] 切換弁 5 と絞 り 8 との間の中立流路 6 には、パ イ ロッ 卜流路 9 が接続 され

る。パ イ 口ッ 卜流路 9 は、第 1 メイ ンポ ンプM P の傾転角 を制御 する レギ

ユ レ一タ 1 0 に接続 され る。 レギユ レ一タ 1 0 は、パ イ ロッ ト流路 9 のパ イ

口ッ 卜圧 と逆比例 して第 1 メィ ンポ ンプM P の傾転角 を制御 し、第 1 メイ

ンポ ンプM P 1 の 1 回転 当た りの押 し除 け量 を制御 する。 したが って、切換

弁 1 ~ 5 が フル ス トロー クの状態 に切 り換わ つて中立流路 6 の流れがな くな



り、パイロッ 卜圧がゼ ロになると、第 1 メインポ ンプM P の傾転角は最大

にな り、 その 1 回転 当た りの押 し除け量が最大になる。

[001 8] 第 2 回路系統 は、上流側か ら順 に、右走行用モータを制御する切換弁 1 1

、バケ ツ トシ リンダを制御する切換弁 1 2 、 プ一ムシ リンダ B C を制御する

プ一厶用切換弁 1 3 、 ァ一ムシ リンダを 2 速制御する切換弁 1 4 、 を備 える

[001 9] 各切換弁 1 1 ~ 1 4 は、 中立流路 1 5 を介 して直列に接続 される。 また各

切換弁 1 1 ~ 1 3 は、パ ラ レル通路 1 6 を介 して並列に接続 される。 中立流

路 1 5 及びパ ラ レル通路 1 6 は、第 2 メインポ ンプM P 2 に接続 される。 中

立流路 1 5 には、切換弁 1 4 の下流側 にパイ口ッ 卜圧制御用の絞 り 1 7 が接

続 される。絞 り 1 7 は、絞 り 1 7 を流れる作動流体の流量が多いほど、絞 り

1 7 の上流側 によ り高いパイロッ ト圧 を生成する。

[0020] 最下流の切換弁 1 4 と絞 り 1 7 との間の中立流路 1 5 には、パイロッ 卜流

路 1 8 が接続 される。パイロッ ト流路 1 8 は、第 2 メインポ ンプM P 2 の傾

転角 を制御する レギユ レ一タ 1 9 に接続 される。 レギユ レ一タ 1 9 は、パイ

口ッ 卜流路 1 8 のパイ口ッ 卜圧 と逆比例 して第 2 メィンポ ンプM P の傾転

角 を制御 し、第 2 メインポ ンプM P 2 の 1 回転 当た りの押 し除け量 を制御す

る。 したが って、切換弁 1 1 ~ 1 4 が フル ス トロークの状態 に切 り換わ って

中立流路 1 5 の流れがな くな り、パイロッ ト圧がゼ ロになると、第 2 メイン

ポ ンプM P 2 の傾転角は最大にな り、 その 1 回転 当た りの押 し除け量が最大

になる。

[0021 ] 圧力セ ンサ一 2 0 、 2 1 は、 レギユ レ一タ 1 0 、 1 9 に導 かれるパイロッ

卜圧 を検 出 してコン トローラC に入力する。 また、図 1 の符号 E は第 1 メイ

ンポ ンプM P 1 及び第 2 メインポ ンプM P 2 の動力源であるエ ンジンであ り

、 2 はエ ンジン E に連係 したジェネ レータである。

[0022] 各切換弁 1 ~ 5 、 1 1 ~ 1 4 は、パイロッ 卜操作弁 （図示せず）の レバ一

の操作量 に応 じて発生するパイロッ 卜圧 によって切 り換 え られる。パイロッ

卜操作弁 には、 コン トローラC に接続 されるス トローク検 出部 （図示せず）



が設けられる。ス トローク検出部は、パイロット操作弁の操作方向及び操作

量を検出してコン トローラC に入力する。コン トローラC は、パイロット操

作弁のレバ一操作量から各切換弁 1 ~ 5 、 1 ~ 1 4 のスプールス トローク

を判定する。

[0023] プ一厶用切換弁 1 3 は、プ一ムシリンダB C のビス 卜ン側室 2 3 a に連通

する一方の通路 2 4 と、プ一ムシリンダB C のロッド側室 2 3 b に連通する

他方の通路 2 5 とに接続される。一方の通路 2 4 には回生制御弁 S が設けら

れる。

[0024] ブーム用切換弁 1 3 が図 1 の右側位置である上昇制御位置に切 り換えられ

た場合、パラレル通路 1 6 を経由して供給される第 2 メインポンプM P 2 か

らの圧力流体が一方の通路 2 4 に導かれる。プ一ムシリンダB C のロッド側

室 2 3 b から他方の通路 2 5 に導かれる戻り流体は、上昇制御位置に切 り換

わったプ一厶用切換弁 1 3 を経由してタンクT に戻される。

[0025] ブーム用切換弁 1 3 が図 1 の左側位置である下降制御位置に切 り換えられ

た場合、パラレル通路 1 6 を経由して供給される第 2 メインポンプM P 2 か

らの圧力流体が他方の通路 2 5 に導かれる。プ一ムシリンダB C のビス 卜ン

側室 2 3 a から一方の通路 2 4 に導かれる戻り流体は、下降制御位置に切 り

換わったプ一厶用切換弁 1 3 を経由してタンクT に戻される。

[0026] 回生制御弁 S には流通路 2 6 、 2 7 が設けられる。一方の流通路 2 6 は、

プ一厶用切換弁 1 3 とプ一ムシリンダB C のビス 卜ン側室 2 3 a とを結ぶ一

方の通路 2 4 の途中に設けられる。他方の流通路 2 7 は、 ビス トン側室 2 3

a と流体圧モータM とを結ぶ回生流路 2 8 の途中に設けられる。回生流路 2

8 は、回生制御弁 S とピス トン側室 2 3 a との間における分岐点 2 9 から分

岐 し、一方の通路 2 4 に対 して並列に接続される。

[0027] 回生制御弁 S は、一方にスプリング3 0 が設けられ、他方にパイロット室

3 1 が設けられる。回生制御弁 S は、通常、スプリング3 0 のばね力によつ

て図示のノ一マル位置を保ち、パイロッ卜室 3 にパイロッ卜圧が作用 した

場合に、図 1 の右側位置である回生制御位置に切 り換わる。ノ一マル位置で



は、一方の流通路 2 6 が全開 し、他方の流通路 2 7 が閉塞する。回生制御位

置では、一方の流通路 2 6 の開度が最小に保持され、他方の流通路 2 7 の開

度が最大に保持される。

[0028] 回生制御弁 S は、パイロッ ト圧により受ける力 とスプ リング 3 0 のばね力

とがバランスする位置に保持され、一方の流通路 2 6 と他方の流通路 2 7 と

の開度 を制御する。なお、回生制御弁 S の ノー マル位置は他方の流通路 2 7

が完全に閉 じた位置であ り、他方の流通路 2 7 が少 しでも開いている場合に

は、その位置は回生制御位置である。回生流路 2 8 にはチェック弁 3 2 が設

けられ、回生制御弁 S か ら流体圧モ一タMへの流通のみを許容する。

[0029] 回生制御弁 S が、図示のノ一マル位置に保持されている場合、一方の流通

路 2 6 が全開 して他方の流通路 2 7 が閉塞する。 したがって、一方の通路 2

4 に圧力流体が供給 されるプ一ムシ リンダ B C の伸長時には、一方の通路 2

4 に供給 される圧力流体が、一方の流通路 2 6 を通 って ピス トン側室 2 3 a

に供給 される。 プ一ムシ リンダ B C の収縮時には、他方の流通路 2 7 は閉塞

しているので、 ピス トン側室 2 3 a か ら戻される流体の全量が、一方の流通

路 2 6 、一方の通路 2 4 、 プ一厶用切換弁 1 3 を経由 してタンクT に導かれ

る。 このように、 プ一ムシ リンダ B C か ら回生制御弁 S を経由 してタンクT

に戻される流量を以下では 「第 1 供給量」 という。

[0030] 回生制御弁 S のパイロッ ト室 3 1 にパイロッ ト圧が作用すると、回生制御

弁 S が図 1 の右側位置である制御位置に切 り換わる。回生制御弁 S の切 り換

え量は、パイロッ ト室 3 1 に作用するパイロッ ト圧に応 じて制御 され、 これ

により流通路 2 6 、 2 7 の開度が制御 される。

[0031 ] 比例電磁弁 3 3 は、パイロッ ト室 3 1 のパイ口ッ 卜圧を制御する。比例電

磁弁 3 3 の一方にはスプ リング 3 4 が設けられ、他方にはソレノィ ド3 5 が

設けられる。比例電磁弁 3 3 は、通常、図示の閉位置に保持され、 ソレノィ

ド3 5 が励磁 されると、開位置に切 り換わる。 ソレノイ ド3 5 はコン ト口一

ラC に接続 され、比例電磁弁 3 3 の開度は、 コン トローラC か らの信号に応

じて制御 される。



[0032] 比例電磁弁 3 3 には、パイ口ッ卜ポンプP Pが接続される。パイロット室

3 と比例電磁弁 3 3 との間には、タンクT に連通する制御絞 り3 6 が設け

られる。コン トローラC は、プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークが予

め設定されたス 卜ローク範囲に達 した時、ソレノィ ド3 5 にス 卜ローク量に

応 じた信号を出力する。なお、上述のように、コン トローラC は、プ一厶用

切換弁 1 3 のスプ一ルス トロ一クをス 卜ローク検出部からの信号に応 じて判

定する。

[0033] コン トローラC からの出力信号で比例電磁弁 3 3 のソレノィ ド3 5 が励磁

すると、その出力信号に応 じて比例電磁弁 3 3 の開度が規定される。 したが

つて、比例電磁弁 3 3 の開度に応 じて、パイロットポンプP Pからの吐出流

体がパイロッ卜室 3 1 に供給される。パイロッ卜ポンプP Pから供給された

パイロット流体は、制御絞 り3 6 からタンクT に導かれるので、パイロット

室 3 には、比例電磁弁 3 3 の開度に応 じたパイロッ卜圧が作用する。なお

、比例電磁弁 3 3 に代えて、比例電磁減圧弁を用いてもよい。この場合、制

御絞 り3 6 が不要になり、比例電磁減圧弁をパイロッ卜室 3 に直接接続す

ればよい。

[0034] パイロット室 3 1 にパイロット圧が作用すると、回生制御弁 S はパイロッ

卜圧に応 じて一方の流通路 2 6 及び他方の流通路 2 7 の開度を制御する。例

えば、パイロット圧が低い場合には、一方の流通路 2 6 の開度が他方の流通

路 2 7 よりも相対的に大きくなる。反対に、パイロット圧が高い場合には、

回生制御弁 S がスプリング3 0 のばね力に杭 して切 り換わるので、一方の流

通路 2 6 の開度が他方の流通路 2 7 の開度よりも相対的に小さくなる。

[0035] 他方の流通路 2 7 が開けば、プ一ムシリンダB C からの戻り流体は、回生

制御弁 S の流通路 2 7 及び回生流路 2 8 を経由して流体圧モータMに導かれ

る。この流体圧モータMに導かれる流量を以下 「第 2 供給量」という。第 2

供給量は回生制御弁 S の開度に応 じて制御され、第 2 供給量に応 じて流体圧

モータMの回転速度及びモ一タジェネレータM Gの回転速度が制御される。

[0036] 回生制御弁 S の他方の流通路 2 7 が開いて回生流路 2 8 に圧力流体が導か



れると、流体圧モータMが回転する。モータジェネレータM G は、流体圧モ

—タMの動力によって回転 して発電を行う。モータジェネレータM Gで発電

された電力は、インバ一タ3 7 を通ってバッテ リ3 8 に蓄電される。なお、

バッテ リ3 8 はコン 卜ローラC に接続され、ノくッテ リ3 8 の蓄電量はコン 卜

ローラC によって監視される。

[0037] また、本実施形態では、モータジェネレータM Gが定格動力を超えること

を防止するため、プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークの設定基準は、

モータジェネレータM Gの定格動力に基づいて規定される。

[0038] すなわち、プ一厶用切換弁 1 3 のス トロークが設定範囲内にある場合、コ

ン 卜ローラC は、ソレノイ ド3 5 を制御 して、回生制御弁 S の他方の流通路

2 7 の開度を維持 し、プ一ムシリンダB C からの戻り流体を流体圧モータM

に供給する。プ一厶用切換弁 1 3 のス トロークが予め設定 した範囲を超えた

場合、すなわち設定基準の上限値以上となった場合、回生制御弁 S の他方の

流通路 2 7 の開度を小さくして、流体圧モータMに供給される戻り流体の流

量である第 2 供給量を、プ一厶用切換弁 1 3 に戻される流量である第 1供給

量よりも少なくする。これにより、流体圧モータMの回転速度を制御すると

ともに、モータジェネレータM Gが定格動力を超えて回転することが防止さ

れる。

[0039] アシス 卜ポンプA P は流体圧モータM と同軸回転 し、アシス 卜ポンプA P

及び流体圧モータMは、モータジェネレータM G に連係される。アシス トポ

ンプA P は、互いに並列に配置される流路 3 9 、 4 0 を介 して、第 1 メイン

ポンプM P 及び第 2 メインポンプM P 2 に接続される。アシス 卜ポンプA

Pの吐出流体は、第 1 メインポンプM P 1 及び第 2 メインポンプM P 2 の吐

出流体に合流する。流路 3 9 、 4 0 にはチェック弁 4 1、 4 2 が介装され、

チェック弁 4 、 4 2 はアシス 卜ポンプA Pから第 1 メインポンプM P 及

び第 2 メインポンプM P 2 への流通のみを許容する。

[0040] 流体圧モータM及びアシス トポンプA Pのそれぞれには、 レギユレ一タ4

3 、 4 4 が設けられる。 レギユレ一タ4 3 、 4 4 はコン トローラC に接続さ



れ、 コン 卜ローラC か らの信号に応 じて流体圧モータM及びアシス 卜ポンプ

A P の傾転角を制御する。

[0041 ] 次 に、本実施形態の作用について説明する。

[0042] プ一厶用切換弁 1 3 に連係されたパイロッ ト操作弁の レバ一操作によって

、 プ一厶用切換弁 1 3 が上昇制御位置に切 り換わると、 コン トローラC は、

ス 卜ローク検出部か らの信号に基づいてプ一ムシ リンダ B C が上昇作業時で

あると判定する。 コン トローラC は、 プ一ムシ リンダ B C が上昇作業時であ

ると判定 した場合、比例電磁弁 3 3 のソレノイ ド3 5 を非励磁状態にする。

これにより、比例電磁弁 3 3 は閉位置に保持される。

[0043] 比例電磁弁 3 3 が閉位置に保持されると、回生制御弁 S のパイロッ ト室 3

1 にパイロッ 卜圧が作用 しないので、回生制御弁 S は、スプリング 3 0 のば

ね力の作用で図示のノーマル位置に保たれる。回生制御弁 S がノ一マル位置

に保たれると、一方の流通路 2 6 が全開 し、他方の流通路 2 7 が閉塞される

[0044] したがって、第 2 メインポンプM P 2 か ら吐出された圧力流体は、 プ一厶

用切換弁 1 3 か ら一方の通路 2 4 及び回生制御弁 S の一方の流通路 2 6 を通

つて、 プ一ムシ リンダ B C の ビス 卜ン側室 2 3 a に供給される。 プ一ムシ リ

ンダ B C のロッ ド側室 2 3 b の戻 り流体は、他方の通路 2 5 及びプ一厶用切

換弁 1 3 を通 ってタンクT に戻される。 これにより、 プ一ムシ リンダ B C は

伸長動作する。

[0045] —方、 プ一厶用切換弁 1 3 に連係されたパイロッ ト操作弁の レバ一操作に

よって、 プ一厶用切換弁 1 3 が下降制御位置に切 り換わると、 コン トローラ

C は、ス 卜ローク検出部か らの信号に基づいてプ一ムシ リンダ B C が下降作

業時であると判定する。 コ ン トロー ラ C は、 プ一ム シ リンダ B C が下降作業

時であると判定 した場合、ス トローク検出部か らの信号に基づいて、スプ一

ルス 卜ロークが予め設定 したス 卜ロークの範囲内であるかどうかを判定する

[0046] プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークが設定範囲内であれば、 コン ト



ローラC は、スプールス トロークに応 じて、比例電磁弁 3 3 のソレノイ ド3

5 に対する励磁電流を制御する。 これにより、回生制御弁 S のパイロッ ト室

3 にパイロッ 卜圧が導かれる。パイロッ 卜室 3 にパイロッ 卜圧が作用す

ると、回生制御弁 S は、パイロッ ト圧に応 じて回生制御位置に切 り換わ り、

一方の流通路 2 6 及び他方の流通路 2 7 の開度が制御 される。

[0047] コン トローラC は、 プ一ムシ リンダ B C の下降速度が、 レバ一の操作量で

決 まるオペ レータが意図 した速度 になるように、両流通路 2 6 、 2 7 の合計

開度 を制御する。 このとき、 コン トローラC は、流通路 2 6 よりも流通路 2

7 の開度の方が大 きくなるように制御する。 したがって、下降時のプ一ムシ

リンダ B C の戻 り流体は、分岐点 2 9 で分流 して、一方の流通路 2 6 、通路

2 4 及びプ一厶用切換弁 1 3 を経由 してタンクT に戻される戻 り流体 と、他

方の流通路 2 7 か ら回生流路 2 8 を経由 して流体圧モータM に供給 される戻

り流体 と、 に分けられる。

[0048] 流体圧モータM に流体が供給 されると、流体圧モータM が回転する。 コン

卜ローラC は、 プ一ムシ リンダ B C の下降速度が、オペ レータが意図 した速

度 になるように、流体圧モータM の レギユレ一タ4 3 を作動させ、流体圧モ

—タM の トル クを制御する。

[0049] コン トローラC は、パイロッ ト操作弁の レバ一の操作量か ら、 プ一厶用切

換弁 1 3 が、予め設定 したスプールス トロークの範囲内にあるか否かを常に

判定する。 プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークが予め設定 した範囲を

超えた場合、すなわち設定基準の上限値以上 となった場合、 コン トローラC

は、比例電磁弁 3 3 のソレノイ ド3 5 に対する励磁電流を小さ くして、回生

制御弁 S のパイロッ 卜室 3 に作用するパイロッ 卜圧を低 くする。

[0050] パイロッ ト室 3 1 に作用するパイロッ ト圧が低 くなれば、回生制御弁 S は

、スプ リング 3 0 の作用で移動 し、流通路 2 7 の開度 を絞 るとともに、流通

路 2 6 の開度 を相対的に大 きくする。 これにより、流体圧モータM に供給 さ

れる流量が少な くな り、流体圧モータM の回転速度が低 くなる。

[0051 ] コン トローラC は、 プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークを監視 し、



そのス トロークが予め設定 した範囲を超えた場合、回生制御弁 S を作動させ

て、流体圧モータMに供給される流量を少なくするので、モータジエネレ一

タM Gが定格動力を超えて回転することを防止することができる。

[0052] さらに、流体圧モータMがモータジェネレータM G を駆動 して発電を行わ

せる場合には、コン トローラC は、アシス トポンプA Pのレギユレ一タ4 4

を作動させ、アシス トポンプA Pの傾転角をゼロにする。これにより、ァシ

ス 卜ポンプA P によって無駄な動力が消費されることを防止できる。

[0053] さらに、流体圧モータMの動力でアシス トポンプA Pの駆動力をアシス ト

する場合には、コン トローラC は、プ一ムシリンダB C の下降速度が、オペ

レ一夕が意図 した速度になるように、流体圧モータMのレギユレ一タ4 3 を

作動させて流体圧モータMの トルクを制御する。

[0054] さらに、コン トローラC は、 テ リ3 8 の蓄電量を監視 し、 テ リ3

8 がフル充電の状態にあれば、流体圧モータMに設けられたレギュレ一タ4

3 を作動させて、流体圧モータMの傾転角をゼロにする。ここで、流体圧モ

—タMの傾転角がゼロになれば、その負荷もゼロに近 くなるが、負荷がゼロ

になってもプ一ムシリンダB C の下降速度に影響を及ぼさないように、コン

卜ローラC は、比例電磁弁 3 3 を制御 して回生制御弁 S の流通路 2 6 及び 2

7 を制御する。

[0055] 図 2 を参照 して、第 2 実施形態について説明する。

[0056] 本実施形態の建設機械の制御システムは、回生流路 2 8 に設けられるプリ

— ドオフ弁 B V と、プリ一 ドオフ弁 B V を制御する比例電磁弁 4 5 と、を備

える点のみが第 1実施形態と異なる。 したがって、第 1実施形態と同一の構

成要素については同一符号を用いるとともに、その詳細な説明は省略する。

[0057] プリ一 ドオフ弁 B V は、一方にスプリング4 6 が設けられ、他方にパイ口

ッ卜室 4 7 が設けられる。プリ一 ドオフ弁 B V は、スプリング4 6 のばね力

の作用によって、通常は、図示のノーマル位置である閉位置に保たれ、パイ

ロット室 4 7 にパイ口ッ卜圧が作用すると、図 2 の右側位置である制御位置

に切 り換わる。プリー ドオフ弁 B V が制御位置に切 り換わると、回生流路 2



8 の流量の一部がタンクT に導かれる。 プ リ一 ドオフ弁 B V の開度は、パイ

ロッ 卜室 4 7 に作用するパイロッ 卜圧によって制御 される。

[0058] 比例電磁弁 4 5 は、パイロッ ト室 4 7 のパイ口ッ 卜圧を制御する。比例電

磁弁 4 5 は、一方にスプ リング4 8 が設けられ、他方にソレノイ ド4 9 が設

けられる。比例電磁弁 4 5 は、通常、図示の閉位置に保持され、 ソレノイ ド

4 9 が励磁 されると、開位置に切 り換わる。 ソレノイ ド4 9 はコン トローラ

C に接続 され、 コン トローラC か らの信号に応 じて、閉位置か ら開位置への

切 り換え過程 における比例電磁弁 4 5 の開度が制御 される。

[0059] 比例電磁弁 4 5 には、パイロッ トポンプ Ρ Ρ が接続 される。パイロッ ト室

4 7 と比例電磁弁 4 5 との間には、 タンク Τ に連通する制御絞 り5 0 が設け

られる。 コン トローラC は、 プ一厶用切換弁 1 3 のスプールス トロークが予

め設定されたス トローク以上になった場合、すなわち設定基準の上限値以上

となった場合、 ソレノイ ド4 9 にス トローク量に応 じた信号を出力する。 コ

ン 卜ローラC は、 プ一厶用切換弁 1 3 のスプ一ルス 卜ロークをパイロッ 卜操

作弁に設けられた レバ一操作量に応 じて判定する。

[0060] コン 卜ローラC か らの出力信号によって比例電磁弁 4 5 のソレノィ ド4 9

が励磁すると、出力信号に応 じて比例電磁弁 4 5 の開度が決定される。パイ

ロッ トポンプ Ρ Ρ か らの吐出流体は、比例電磁弁 4 5 の開度 に応 じて、 プ リ

- ドオフ弁 B V のパイロッ 卜室 4 7 に供給 される。パイロッ 卜ポンプ Ρ Ρ か

ら供給 されたパイロッ 卜流体は、制御絞 り5 0 か らタンク Τ に導かれるので

、パイ口ッ 卜室 4 7 には、比例電磁弁 4 5 の開度 に応 じたパイ口ッ 卜圧が作

用する。

[0061 ] プ リ一 ドオフ弁 B V のパイロッ ト室 4 7 にパイロッ ト圧が作用すると、 プ

リー ドオフ弁 Β V が制御位置に切 り換わ り、パイロッ ト圧に応 じてプ リ一 ド

オフ弁 B V の開度が制御 される。 したがって、回生流路 2 8 に供給 された流

量の一部は、 プ リ一 ドオフ弁 B V を経由 してタンク Τ に戻される。

[0062] このように、回生流路 2 8 に供給 された流量の一部がタンク Τ に戻される

ので、流体圧モータΜの回転速度が高 くなつて、モータジェネ レータM G が



定格動力を超えて回転することを防止することができる。 したがって、第 1

実施形態と同様に、モータジェネレータM Gが定格動力を超えて回転するこ

とで故障の原因となることを防止できる。

[0063] なお、比例電磁弁4 5 に代えて、電磁比例減圧弁を用いてもよい。この場

合、制御絞り5 0 が不要になり、電磁比例減圧弁をパイロット室4 7 に直接

接続すればよい。

[0064] 以上、本発明の実施形態について説明したが、上記実施形態は本発明の適

用例の一部を示 したに過ぎず、本発明の技術的範囲を上記実施形態の具体的

構成に限定する趣旨ではない。

[0065] 本願は、 2 0 1 2 年 7 月 2 5 日に日本国特許庁に出願された特願 2 0 1 2

- 6 4 5 8 に基づく優先権を主張 し、この出願の全ての内容は参照によ

り本明細書に組み込まれる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 建設機械の制御 システムであ って、

ピス トンによって ピス トン側室 とロッ ド側室 とに区画 され、前記 ピ

ス トン側室又は前記 ロッ ド側室 に作動流体が供給 されることで伸縮作

動 してプ一厶を駆動するプ一ムシ リンダと、

前記 ピス トン側室又は前記 ロッ ド側室 に供給する作動流体の供給量

をスプールのス トロークによって調整するプ一厶用切換弁 と、

前記 ピス トン側室か ら導かれる戻 り流体 によって回転 してモータジ

エネ レ一タを駆動する流体圧モ一タと、

前記 ビス 卜ン側室 と前記 ブーム用切換弁及び記流体圧モータとを連

通 し、前記 ビス 卜ン側室か ら前記 ブーム用切換弁 に供給 される作動流

体の供給量である第 1 供給量 と前記 ピス トン側室か ら前記流体圧 モ ー

夕に供給 される作動流体の供給量である第 2 供給量 とを調整する回生

制御弁 と、

前記スプールのス 卜ローク量が上限値以上 とな った場合、前記第 2

供給量が前記第 1 供給量 よ り小さ くなるように前記回生制御弁 を制御

するコン 卜ローラと、

を備 える建設機械の制御 システム。

[ 請求項2] 建設機械の制御 システムであ って、

ビス トンによ りビス 卜ン側室及び 口ッ ド側室が画成 されて、前記 ピ

ス 卜ン側室又は前記 口ッ ド側室 に作動流体が供給 されることによ り伸

縮作動 してプ一厶を駆動するプ一ムシ リンダと、

前記 ピス トン側室又は前記 ロッ ド側室 に供給する作動流体の供給量

を前記スプールのス 卜ロークによって調整するプ一厶用切換弁 と、

前記 ピス トン側室か ら導かれる戻 り流体 によって回転 してモータジ

エネ レ一タを駆動する流体圧モ一タと、

前記 ビス 卜ン側室 と前記 ブーム用切換弁及び前記流体圧モータとを

連通 し、前記 ピス トン側室か ら前記 ブーム用切換弁 に供給 される作動



流体の供給量 と前記 ビス 卜ン側室か ら前記流体圧モータに供給 される

作動流体の供給量 とを調整する回生制御弁 と、

前記回生制御弁 と前記流体圧モータとを結ぶ通路 に設 け られ、前記

ビス 卜ン側室 と ドレン側のタンクとを連通又は遮断するプ リー ドオ フ

弁 と、

前記スプールのス 卜ローク量が上限値以上 とな った場合、 ス トロー

ク量 に応 じて前記 プ リ一 ドオ フ弁の開度 を制御 して前記 ビス トン側室

と前記 タンクとを連通 させるコン 卜ローラと、

を備 える建設機械の制御 システム。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 に記載の建設機械の制御 システムであ って、

前記回生制御弁は、比例電磁弁 を介 してパイロッ 卜圧源 に接続 され

るパイロッ 卜室 と、前記パイロッ 卜室 と対向する側 に設 け られ前記ス

プール を前記パイ口ッ 卜室側へ押圧するばね力を発揮するスプ リング

と、 を有 し、

前記 コン トローラは、前記比例電磁弁 を制御 して前記パイロッ 卜室

にパイロッ 卜圧 を作用させることで前記回生制御弁の開度 を制御する

建設機械の制御 システム。

[ 請求項 4 ] 請求項 1 に記載の建設機械の制御 システムであ って、

前記上限値 は、前記モータジェネ レータの定格動力に基づいて設定

される、

建設機械の制御 システム。

[ 請求項 5] 請求項 3 に記載の建設機械の制御 システムであ って、

前記比例電磁弁は、比例電磁減圧弁である、

建設機械の制御 システム。
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